
 
 

 第１２回定例会 9 月１０日の一般質問、答弁調整で空転も    
 

第１２回市議会定例会は９月５日から９月１３日まで開かれ、議案２６件、報告４件、陳情

２件、諮問１件、要望意見書３件などの審議が行われました。 

一般質問は１９名が行い、私は１０日の午前に登壇し４項目について質問しました。 

 

新卒高校生の採用求める 
 

市職員の採用については、新卒高校生の

採用が昨年、今年と 1 名づつしか採用して

いないこと、さらに地元採用率が４０％に

とどまっていることから地元出身者の採

用率の向上を求めました。 

市長公約の「新卒高校生の雇用支援」の

取り組みは高く評価しますが、これは民間

企業に対して奨励金を出すなど民間での

採用をうながしているだけなのです。市長

公約を掲げるのであれば、市職員の採用に

地元出身者枠を設けるべきと考えます。 
 

＝ 中央図書館の指定管理者導入 ＝  拙速な対応で不備が露呈 
 

中央図書館への指定管理者制度の導入は、６月議

会で「苫小牧市立図書館条例」の一部改正が可決さ

れ、図書館の運営を今後は市の直営から指定管理者

も可能としたものです。しかし、現状では数々の未

解決問題を抱えているにも関わらず市教委は、直ち

に指定管理者の募集に踏み切りました。 

今回、私の質問では募集事業者に配布した「業務

仕様書」の不備事項を３点取り上げました。１点目

は、個人情報保護を定めた「セキュリティ対策要領」

が事業者に配布されていないこと。２点目は、施設

で定めなければならない「防火管理者」の立場を明

確に示していないことです。さらに３点目は、指定

管理者が日常の業務を遂行するために用意した「業

務マニュアル」にも数々の不備があることを指摘しました。 

市教委の答弁は、個人情報保護を定めた「セキュリティ対策要領」は、事業者が決定しても配

布しないが、選定委員会に説明すると全く理解できない答弁でした。また「防火管理者」は、当

然、管理監督的な立場の者を選任しなければならないとの見解を示しましたが、現在、図書館の

防火管理者は、嘱託員で対応しているという不適切な対応が明らかになりました。 

苫小牧市議会議員 

通通信信  
小山せいぞう後援会  苫小牧市ときわ町 1 丁目１９－２３  TEL０１４４（６７）８２５５ 

『秋』号 
２０１３年１０月 小 山 征 三 

 

１ 政治姿勢 

（１） 職員の採用について 

２ 教育行政 

（１） 市立中央図書館について 

３ 防災行政 

（１） 特別刑法について 

４ 消防行政 

（１）指揮隊について 

１ 政治姿勢 

（職員の採用について） 

２ 教育行政 

（市立中央図書館について） 

３ 防災対策 

（特別警報について） 

４ 消防行政 

（指揮隊について） 

 



図書館長の諮問機関である「図書

館協議会」に十分な説明をしていな

いことや、指定管理者が業務遂行の

基となる「業務マニュアル」の内容

に図書購入に当たっての特定の業者

名が明記されていることや各種新聞

の閲覧で差別的な取扱い、拾得物の

不正な処理方法などの問題点が浮き

彫りとなりました。市教委の答弁は、

終始、謝罪と弁解を繰り返すもので

ありましたが、募集を再考する考え

は全くありません。 
 

《それでも強行する理由は？》 
 

本来、これらの事項は、募集前に

整備しなければならないもので、不

備だらけでは公平・公正な募集とは

言えません。それでも強行する理由は、市長公約で「中央図書館の指定管理は来年４月導入」を

掲げていることと考えられますが、市教委はもっと慎重に行うべき問題です。 
 

☆平成２４年度一般会計決算審査特別委員会☆ 
決算審査特別委員会は、９月３０日と１０月１日の

両日の深夜まで行われました。 

私は、総務費で防災ラジオ普及やコミセンの雇用形

態の問題を指摘。また、民生費では敬老会助成金の削

減の影響、教育費では弥生中学校の起債の償還と国庫

補助金の返還について見解を求めました。 
 

コミセンの雇用形態を問題視 
 市内４カ所のコミセンは、昨年４月から再度ワーカ

ーズコープが指定管理者となりました。選考過程にお

いては、雇用形態を正規職員として予算化していたも

のが、年度末の報告では全員を契約社員として

人件費を抑制していたことが分かりました。 

市側は、その実態を全く掌握しておらず、確

認の上、選定見直しになるケースかどうか判断

する旨の答弁がありました。 
 

弥生中跡地 売却の方向へ 

弥生中学校には、平成１１年に増築した校舎

があり教育施設と使用しない場合、国庫補助金

の返納が求められます。市側は、跡地を教育施

設としての利用を予定していなく一括売却の方

向を示しました。また、国庫補助金の返納額は

７千百万円、運用通知により教育施設基金への

積立をしたい旨の答弁がありました。      

 

《《熱熱血血現現場場主主義義》》  

小小ささななここととででもも身身近近なな問問題題をを  

地地域域かからら発発信信ししまますす！！  

 

 

 


